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2022年 11月 14日 

各 位 

                           会 社 名 明治機械株式会社 

                           代 表 者 名 代表取締役社長 日根 年治 

                           （コード番号 6334 東証スタンダード） 

                           問い合せ先 管理部長 高工 弘 

                                    （TEL．03－5295－3511） 

 

 

Abalanceグループ企業との業務提携契約締結に関するお知らせ 

 

 当社は、本日の取締役会において、Abalance株式会社の連結対象子会社であるWWB株式会社および日本光

触媒センター株式会社と業務提携契約を締結することを決議致しましたので、お知らせいたします。 

 

1. 業務提携の背景・理由 

当社は、当社及びAbalance株式会社（以下、Abalance）が保有する経営資源を相互に有効活用することで事業

規模の拡大及び業務効率の向上を図り、両社の企業価値の最大化を図ることを目的として、2022年２月2１日に

Abalanceと資本業務提携契約を締結いたしました。 

当該契約における業務提携の具体的な内容は、当社及びAbalanceそれぞれが有する知見・ノウハウや販路・

顧客基盤を有効活用し、２社の事業拡大を図るために協力すること等となっております。 

当該契約の締結以降、当社とAbalanceは事業戦略、具体的なマーケティング手法等に関する意見交換や協働

セールス等を継続的に行ってきた結果、具体的なシナジー効果・成果が発現し始めているところ、連携をより一層

加速させるとともに、連携・提携を効率的かつ円滑に進めていくためには、当社とAbalanceの連結対象子会社で

グリーンエネルギー事業等を行うWWB株式会社（以下、WWB）及び光触媒酸化チタンコーティング剤等の製造

販売等を行う日本光触媒センター株式会社（以下、日本光触媒センター）との間で業務提携契約を締結するのが

最適と考え、本業務提携に至りました。 

なお、本業務提携締結以降も、当社とAbalanceとの間の資本業務提携契約は継続致します。 

 

2. 業務提携の内容等 

本契約により提携する業務の範囲は、当社、WWB及び日本光触媒センターが共同または協力して行う営業活

動にかかる一切の業務としており、具体的に想定される対象業務は以下の通りです。 

 

当社：飼料・製粉プラント、畜産業に係る機械設備の製造・販売等 

WWB：再生可能エネルギー由来の発電所の設計・開発・コンサルティング・販売・メンテナンスサービス等の提供 

日本光触媒センター：光触媒を活用した施工サービス、およびスプレー商品の販売、および二次製品開発等 
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3. 業務提携の相手先の概要 

①WWB株式会社 

（１） 所 在 地 東京都品川区東品川 2-2-4 天王洲ファーストタワー 5F 

（２） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 増田 裕一郎 

（３） 事 業 内 容 
太陽光発電システムに関する製品の企画・製造・輸出入及び販売、施工

等 

（４） 資 本 金 １億円 

（５） 設 立 年 月 日 2006年 6月 

（６） 大株主及び持株比率 Abalance株式会社 100％ 

（７） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません 

 

②日本光触媒センター株式会社 

（１） 所 在 地 佐賀県武雄市山内町大字宮野字松ノ木原 22646 

（２） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 増田 裕一郎 

（３） 事 業 内 容 光触媒酸化チタンコーティング剤とそれを利用した製品の製造販売等 

（４） 資 本 金 １億円 

（５） 設 立 年 月 日 2001年 8月 29日 

（６） 大株主及び持株比率 WWB株式会社 93.25% 

（７） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません 

 

4. 日程 

（１） 取締役会決議日 2022年 11月 14日 

（２） 契 約 締 結 日 2022年 11月 14日 

 

5. 今後の見通し 

本件が当社の2023年３月期業績に与える影響は軽微であると判断しておりますが、今後開示すべき事項が生

じた場合は、速やかに開示を行います。 

以上 


